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 [委員会意見] 
 
調査事件１２ 脱炭素社会の実現に向けた取組状況について 

（令和７年２月２５日調査） 

 

町は、令和５年度定例会３月会議において「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、

この度、2050 年度実現に向け策定された「福島町脱炭素戦略」・「福島町地球温

暖化対策実行計画」が示されたことから、その内容を調査したので、調査結果を

報告する。 

 

【論点とした調査項目・意見】 

 

町の「脱炭素社会の実現に向けた取組状況」については一定の理解をしたが、

次の事項について検討されたい。 

 

１ アンケート調査の実施について 

 計画策定の基礎資料収集のため行ったアンケート調査の回収率が住宅用（居

住者）配布比率で２３％（対象者比率で 5％）と低く、基礎資料として町内の実

態を把握できているとは言い難いと推察する。漁業用の回収率も低く、その後

個別にヒアリングを行ったとのことであるが、その結果が分析に反映されてい

るか資料には示されておらず、実態の分析が適切だったのか懸念される点を指

摘する。 

 

２ 脱炭素へ向けた重点メニューの設定について 

脱炭素を進めて行くに当たっては、町民にもメリットのある施策を展開する

必要があると思慮するが、町が脱炭素へ向けた重点メニューとして設定した項

目の中で、町の実態から一番実効性があると思われるのは⑥の森林、海洋保全

による CO₂吸収量の維持であり、林業・漁業を活性化することで脱炭素も推進さ

れ、町にとって良いサイクルになると思慮する。 

森林保全に当たっては、徐間伐・植林など適切な管理が重要であるが、近年

のシカによる食害や、昨年からの害虫によるナラ枯れが大きな問題となってい

ることから、国・道と連携し適切な対策を取るよう望む。 

 

３ 脱炭素に向けた体制づくりについて 

 脱炭素に向けた取り組みを全町的に展開するためには、町民に計画の内容を

理解してもらうことが重要になるが、資料では町がセロカーボンシティ宣言を

行ったことを認識している町民は５０％以下であり、ごみ減量化・リサイクル

運動の現況からも住民への周知は難しいと推察されるので、町内会や関連団体

等へ計画の主旨を説明し、住民への周知・ＰＲを徹底することを望む。 

脱炭素に向けた取り組みは様々な分野に及ぶため今回示された計画の概要版

では町民に理解してもらうのは極めて困難であり、より簡易な資料を作成し継

続して周知・ＰＲして行くことを検討されたい。 
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 [委員会意見] 

 
調査事件１３ 部活動の地域移行について（令和７年２月２５日調査） 

 

町は、令和５年７月に「福島町部活動地域移行体制整備連絡協議会」を設置し、

部活動の現況や課題等について整理し、当町としての今後の部活動の在り方につ

いて検討を進めており、令和６年１月３１日開催の本委員会において取り組み状

況を調査し意見を付して報告している。 

この度、町より令和６年度の取り組み状況について資料が示されたことから、

その内容を調査したので、調査結果を報告する。 

 

【論点とした調査項目・意見】 

 

部活動の地域移行に向けた町の取り組み状況ついては一定の理解をしたが、次

の事項について検討されたい。 

 

１ 拠点校方式部活動について 

 拠点校方式部活動の実施により子供たちの部活動の活動維持と教職員の負担

軽減が図られていることは評価するが、子ども達の数が減少し部活動に参加し

ていない子ども達も増えてきている状況で、拠点校方式で実施している部活動

以外の活動（卓球やバトミントン、その他個人競技等）についても選択肢とし

て選べるような体制作りを進める必要があり、西部四町での協議においては福

島町がリーダーシップをもって当たることを望む。 

 

２ 部活動地域移行の課題に対する方向性について 

 部活動の地域移行を進める上での課題として「指導者の確保・報酬」と「生

徒の移動手段・費用」を挙げている。２つの課題への対応について町が示した

方向性は理解するが、指導者の確保に当たっては、地域おこし協力隊を活用す

る方法もあると思慮するので検討されたい。 

生徒の移動手段・費用についても、保護者が大会以外の送迎をしなければな

らない状況は負担が大きいため、四町で送迎バスを運行する等の体制作りが必

要と思慮するが、各町との足並みが揃うまでは町単独で保護者の負担軽減に対

応することも必要と思慮するので検討されたい。 

実態として、地域移行が厳しく、拠点方式での種目の追加も難しいと推察さ

れるが、生徒数が急激に減少する中で団体種目のみならず個人種目も参加でき

ない状況となっている事を憂慮する。「生徒の心身の健全育成」の観点から

も、生徒の期待に応え、将来の可能性を伸ばす機会を提供する努力はすべきと

思慮するのでさらに検討されたい。 


